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I. 医学および医療の水準の向上への貢献が日本医学会分科会にふさわしいと考えられる貴学会の独自
の活動を以下に留意して記載をしてください。 
a. 特に学術的に重要と考えられるもの 
①  肥満症の概念の確立と定義 
日本肥満学会では、脂肪が過剰に蓄積した状態である「肥満」から、医療の対象となる「肥満症」の概
念を提唱した。「肥満症」は肥満に起因ないし関連する健康障害を合併するか、あるいは合併が予測さ
れる病態と定義される。肥満症診療ガイドライン 2022 では、肥満に関連する 11 の健康障害を規定し、
定義を明確化している。最近の欧米の学会のステートメントでも、BMI のみではなく、健康障害の合
併や発症リスクの観点から肥満を再定義が進んでいる。 
②  内臓脂肪型肥満の概念の確立 
内臓脂肪の蓄積が皮下脂肪の蓄積に比べて代謝障害などの健康障害を引き起こしやすいことから、日
本肥満学会では内臓脂肪型肥満の概念を提唱した。また、腹部ＣＴを利用した内臓脂肪面積測定のデー
タに基づき、ウェスト周囲長を内臓脂肪型肥満の簡易な診断に用いることもガイドラインで推奨して
きた。欧米でも、同等の BMI でも健康障害のおこしやすさには個人差があることが認識されている。 
③  診療録直結型肥満症データベースの構築 
肥満の程度と個々の健康障害の発症との関連についての知見の蓄積や有効な対策の推進のため、我が
国の成績に基づいたデータベース（J-ORBIT）の構築を進めている。現在全国 13 施設が参加している
が、さらに広げて 1 万人規模のデータベース構築を目指している。 
④  SLIM-TARGET 研究の推進 
肥満学会認定肥満症専門病院により、健康障害を改善させるための具体的な減量数値目標を見出すた
めの介入研究（SLIM-TARGET 研究）が進んでいる。 
ｂ.当該領域における国際的な役割 
2023 年の日本肥満学会では、仙台で、日本・韓国・台湾の肥満学会が連携してシンポジウムを開催、
2024 年はソウルで ICOMS が開催され、日韓のジョイントシンポジウムが行われるなど、臨床・基礎
両面でアジアでの活発な交流が行われている。また、International Obesity Collaborative との協調した
Principle の推進や The Obesity Society、Obesity Canada との活動など、国際的連携が進んでいる。 

ｃ.活動からもたらされる社会的な意義 

肥満症及び内臓脂肪型肥満の概念は、メタボリックシンドロームの概念とも密接に結びついており、特
定検診・特定保健指導の学術的基盤にもなっている。このような健康保険政策の決定に対して、本学会
が果たした役割は大きいと考える。また、抗肥満薬が上市されるにつき、本学会が中心となって、肥満
症治療薬の安全・適正使用に関するステートメントの策定し、2023 年 11 月 25 日に発出した。さらに、
J-ORBIT での肥満症データベースの構築、SLIM-TARGET 研究での減量数値目標の解明は、肥満症診
療に大きく資するものと考えられる。 



ｄ.学会運営上留意している点 

本学会は対象とする疾患の特徴から、治療医学の開発・実践に関わる医学研究者や医師・医療スタッフ
のみならず、予防医学に関わる保健師や栄養士など多彩な職種の会員が存在する。学会の運営において
は、このような多彩な背景を持つ会員のニーズに応えるべく、多様性を重視した運営に心掛けている。 
認定肥満症専門病院や肥満症専門医・指導医の認定に加え、肥満症生活習慣改善指導士の認定を進め、
チーム医療としての専門的医療の推進に貢献している。学会運営の留意点３つとして、１に研究力向
上、２に若手の人材育成、３に JDEI(Justice, Diversity, Equity, Inclusion:ジェダイ)の普及・浸透を基盤
として、オベシティスティグマ解消を図るアドボカシー活動が挙げられる。研究力向上の一つとして積
極的な外部資金の獲得と基礎・若手研究への配分を行っている。若手の人材育成として、YMOJ(Young 
Investigators’ Movement for Obesity Research in Japan)を創設して活動している。JDEI の普及・浸透を
図ると共に、生活習慣病から NCDs への呼称変更等を端緒にオベシティスティグマを解消するアドボ
カシー活動に取り組んでいる。 
 
Ⅱ.日本医学会分科会にふさわしいと考えられる貴学会と他の分科会との連携による活動を記載して下

さい． 
2022 年度に日本医学会連合が公募を開始した「領域横断的連携活動事業（TEAM 事業）」の初年度採
択として 2022 年 6 月より日本肥満学会が主幹となり、23 参画学会とともに、活動を進めた。初年度
は第 31 回日本医学会総会市民公開セッションを開催し、一般市民向けに肥満関連健康障害に関する啓
発活動を実施した。2 年目は、第 44 回日本肥満学会・第 41 回日本肥満症治療学会において、合同企画
シンポジウムを開催し。23 の参画学会すべての代表が一堂に会し、肥満症に伴う各々の健康障害や、
「生活習慣病から NCDs への呼称変更」を端緒にオベシティスティグマ解消のアドボカシー活動につ
いて、活発な意見交換が行われた。 
また、上記、診療録直結型肥満症データベース事業（J-ORBIT）は、日本糖尿病学会が構築・整備を進
めている診療録直結型の糖尿病データベース（J-DREAMS）と密接に連携しており、双方のデータベ
ースの充実をすすめるべく、施設の電子診療録上で相互のデータベースに情報を転記可能とする機能
を持たせている。肥満症に伴う各々の健康障害は、どの程度の減量により改善効果が得られるのか、リ
アルワールド解析を行い、日本人のエビデンスを創出する。肥満症に劇的な効果を示す薬剤が上市され
たこと自体は朗報であるものの、中止と共にリバウンドして元の体重に戻ることも明らかとなり、
SaMD(Software as a Medical Device)含めた認知行動療法の開発と確立を他の分科会と連携して行って
いく。 
 

 


